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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-別添 2-1「溢水防護に係る施設の耐震計算の方針」の「2. 耐震評価の基本

方針」に基づき，耐震性を有することから溢水源として設定しない耐震Ｂ，Ｃクラス機器（以下

「耐震Ｂ，Ｃクラス機器」という。）が，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，十分な耐震性を

有することを説明するものである。その耐震評価は，応力評価により行う。 

耐震Ｂ，Ｃクラス機器は，設計基準対象施設においてはＢクラス施設又はＣクラス施設に分類

される。以下，設計基準対象施設としての構造強度評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 配置概要 

耐震Ｂ，Ｃクラス機器は，原子炉建屋，タービン建屋及びコントロール建屋に設置する。各

機器の具体的な設置建屋及び設置高さは，表 4－1に示し，設置建屋及び設置高さに応じた評価

を行う。 

 

2.2 構造計画 

耐震Ｂ，Ｃクラス機器のうち熱交換器等（以下「容器類」という。），ポンプ（以下「ポンプ

類」という。），配管，弁及び支持構造物の構造は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法」を適用で

きる構造である。 

 

2.3 評価方針 

耐震Ｂ，Ｃクラス機器の応力評価は，Ⅵ-2-別添 2-1「溢水防護に係る施設の耐震計算の方針」

の「3.1 荷重及び荷重の組合せ」及び「3.2 許容限界」にて設定している荷重及び荷重の組

合せ並びに許容限界を踏まえて，耐震Ｂ，Ｃクラス機器の評価部位に作用する応力が許容限界

内にあることを，本図書の「4. 地震応答解析及び構造強度評価」に示す方法により計算し，

「5. 評価結果」にて確認する。 

耐震Ｂ，Ｃクラス機器の容器類，ポンプ類，配管，弁及び支持構造物については，Ⅵ-2-1-14

「計算書作成の方法」にて示している構造と同様であることから，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本

方針」に示している各機器，許容応力状態ⅣＡＳの荷重の組合せを踏まえて，Ⅵ-2-1-14「計算

書作成の方法」等の評価式及び解析方法を用いて評価する。 

 

2.4 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（日本電気協会） 

(2) 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 

（日本電気協会） 

(3) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（日本電気協会） 

(4) 発電用原子力設備規格 設計・建設規格(2005年版(2007年追補版を含む）)ＪＳＭＥ Ｓ  

ＮＣ１-2005/2007（日本機械学会）（以下「設計・建設規格」という。） 

(5) 機械工学便覧（（社）日本機械学会） 
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3. 評価部位 

耐震Ｂ，Ｃクラス機器の評価部位は，容器類及びポンプ類については，Ⅵ-2-1-14「計算書作成

の方法」等により，胴板，脚，台座及びボルトを評価部位とする。 

配管，弁及び支持構造物については，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法」により配管，弁及び支持

構造物を評価部位とする。 

評価結果は，算出応力と許容応力を踏まえ，評価上厳しい箇所の結果について記載する。 
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4. 地震応答解析及び構造強度評価 

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

4.1.1 地震応答解析方法 

基準地震動Ｓｓによる設計用地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基

づき設定する。 

耐震Ｂ，Ｃクラス機器の地震応答解析は，Ⅵ-2-別添 2-1「溢水防護に係る施設の耐震計

算の方針」の「4.1 地震応答解析」にて設定している評価方針に従い実施する。 

表 4－1に各機器の設計震度を示す。 

 

表 4－1 耐震Ｂ，Ｃクラス容器類及びポンプ類の設計震度(1/2) 

評価対象設備 

設置建屋及び設置高さ 

（基準床レベル） 

 T.M.S.L. (m) 

設計震度 固有周期(s) 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

制御棒駆動水ポンプ

(A),(B) 
原子炉建屋 -8.2 0.89 1.02 

0.05 

以下 

0.05 

以下 

制御棒駆動水加熱器 原子炉建屋 -8.2 0.89 1.02 
0.05 

以下 

0.05 

以下 

サクションフィルタ

(A),(B) 
原子炉建屋 -8.2 0.89 1.02 

0.05 

以下 

0.05 

以下 

充填水ヘッダーアキ

ュムレータ 

原子炉建屋 

-8.2～-1.7 
1.02 1.02 

0.05 

以下 

0.05 

以下 

制御棒駆動水フィル

タ(A),(B) 
原子炉建屋 -8.2 0.89 1.02 

0.05 

以下 

0.05 

以下 

サプレッションプー

ル浄化系ポンプ 
原子炉建屋 -8.2 0.89 1.02 

0.05 

以下 

0.05 

以下 

燃料プール冷却浄化

系ポンプ(A),(B) 
原子炉建屋 18.1 1.13 1.09 

0.05 

以下 

0.05 

以下 

燃料プール冷却浄化

系熱交換器(A),(B) 
原子炉建屋 18.1 1.13 1.09 

0.05 

以下 

0.05 

以下 

D/G(C)/Z冷却コイル

(A)～(D) 
原子炉建屋 31.7 1.37 1.16 

0.05 

以下 

0.05 

以下 

ASD(A),(B)/Z冷却コ

イル(A)～(C) 
原子炉建屋 38.2 1.62 1.20 

0.05 

以下 

0.05 

以下 

ASD(A),(B)送風機室

加熱コイル 
原子炉建屋 38.2 1.62 1.20 

0.05 

以下 

0.05 

以下 

タービン補機冷却海

水系ポンプ(A)～(C) 
タービン建屋 4.9 解析値 解析値 0.051 

0.05 

以下 
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表 4－1 耐震Ｂ，Ｃクラス容器類及びポンプ類の設計震度(2/2) 

 

評価対象設備 

設置建屋及び設置高さ 

（基準床レベル） 

T.M.S.L. (m) 

設計震度 固有周期(s) 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

C/B常用電気品区域

冷却コイル(A)～(C) 

コントロール建屋 

1.0 
1.34 1.01 

0.05 

以下 

0.05 

以下 

C/B計測制御電源盤

区域(C)冷却コイル

(A),(B) 

コントロール建屋 

1.0 
1.34 1.01 

0.05 

以下 

0.05 

以下 
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4.1.2 構造強度評価方法 

耐震Ｂ，Ｃクラス機器の応力評価は，Ⅵ-2-別添 2-1「溢水防護に係る施設の耐震計算の

方針」の「4.2 耐震評価」にて設定している評価方針を踏まえ，応力評価を実施する。 

耐震Ｂ，Ｃクラス機器の応力評価は，本図書の「3. 評価部位」に示す評価部位に対し，

「4.2 荷重及び荷重の組合せ」及び「4.3 許容限界」に示す荷重及び荷重の組合せ並び

に許容限界を踏まえ，「4.4 計算方法」に示す方法を用いて評価を行う。 

 

4.2 荷重及び荷重の組合せ 

応力評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-別添 2-1「溢水防護に係る施設の耐震計算

の方針」の「3.1 荷重及び荷重の組合せ」にて示している荷重及び荷重の組合せを用いる。 

 

4.2.1 荷重の種類 

応力評価に用いる荷重は，以下の荷重を用いる。 

(1) 常時作用する荷重（Ｄ） 

死荷重は，持続的に生じる荷重であり，自重とする。 

(2) 内圧荷重（ＰＤ） 

内圧荷重は，当該設備に設計上定められた最高使用圧力による荷重とする。 

(3) 機械的荷重（ＭＤ） 

当該設備に設計上定められた機械的荷重 

(4) 地震荷重（Ｓｓ） 

地震荷重は，基準地震動Ｓｓにより定まる地震力とする。 

 

4.2.2 荷重の組合せ 

応力評価に用いる荷重の組合せは，各機器の評価部位ごとに設定する。荷重の組合せを

表 4－2，表 4－3 及び表 4－4 に示す。なお，ポンプ類の評価部位はボルトのみのため,ポ

ンプ類の荷重の組合せは表 4－4による。 

 

表 4－2 容器類の荷重の組合せ 

許容応力状態 荷重の組合せ 評価部位 

ⅣＡＳ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ 胴板 
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表 4－3 配管の荷重の組合せ 

許容応力状態 荷重の組合せ 評価部位 

ⅣＡＳ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ 配管，弁 

 

表 4－4 支持構造物の荷重の組合せ 

許容応力状態 荷重の組合せ 評価対象部位 

ⅣＡＳ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ 
脚，台座， 

支持構造物，ボルト等 

 

4.3 許容限界 

耐震Ｂ，Ｃクラス機器の評価の許容限界は，Ⅵ-2-別添 2-1「溢水防護に係る施設の耐震計算

の方針」の「3.2 許容限界」にて設定している許容限界に従って，本図書の「3. 評価部位」

にて設定している評価部位ごとに，許容応力状態ⅣＡＳの許容応力を用いる。 

各機器の評価部位ごとの許容限界を表 4－5，表 4－6及び表 4－7 に，使用材料及び使用材料

の許容応力評価条件を表 4－8に示す。 

 

表 4－5 容器類の許容限界 

区分 

耐震 

重要度

分類 

荷重の 

組合せ 

許容応

力状態 

許容限界＊1 

一次一般 

膜応力 

一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 

一次＋ 

二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

容器

類 
Ｂ，Ｃ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ

＋Ｓｓ 
ⅣＡＳ 0.6・Ｓｕ 

左欄の 1.5倍 

の値 

 

Ｓｓ地震動のみによる疲労解析

を行い，疲労累積係数が 1.0以下

であること。ただし，地震動のみ

による一次＋二次応力の変動値

が 2・Ｓｙ以下であれば，疲労解

析は不要。 

注記＊1 ：座屈に対する評価が必要な場合には，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 

＊2 ：2・Ｓｙを超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格 PVB-3300 

  （PVB-3313を除く。Ｓｍは 2／3・Ｓｙと読み替える。）の簡易弾塑性解析を用いる。 

＊2 
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表 4－6 配管の許容限界 

区分 

耐震 

重要度

分類 

荷重の 

組合せ 

許容応

力状態 

許容限界 

一次一般 

膜応力 

一次応力 

（曲げ応力を

含む） 

一次＋ 

二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

配管 Ｂ，Ｃ 
Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ

＋Ｓｓ 
ⅣＡＳ 0.6・Ｓｕ 

左欄の 1.5倍 

の値 

 

Ｓｓ地震動のみによる疲労解析

を行い，疲労累積係数が 1.0以下

であること。ただし，地震動のみ

による一次＋二次応力の変動値

が 2・Ｓｙ以下であれば，疲労解

析は不要。 

注記＊1 ：軸力による全断面平均応力については，許容応力状態ⅢＡＳの一次一般膜応力の許容値の 0.8 

    倍の値とする。 

＊2 ：2・Ｓｙを超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格 PPB-3536(1)，(2)， 

(4)及び(5)（ただし，Ｓｍは 2／3・Ｓｙと読み替える。）の簡易弾塑性解析を用いる。 
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つ
い
て
は
，
耐
圧
部
と
同
じ
許
容
応
力
と
 

す
る
。
 

＊
4 
：
コ
ン
ク
リ
ー
ト
に
埋
込
ま
れ
る
ア
ン
カ
ボ
ル
ト
で
地
震
応
力
の
占
め
る
割
合
が
支
配
的
な
も
の
で
あ
っ
て
，
ト
ル
ク
管
理
，
材
料
の
照
合
等
を
行
わ
な
い
も
の
に
 

つ
い
て
は
，
材
料
の
品
質
，
据
付
状
態
等
の
ゆ
ら
ぎ
等
を
考
慮
し
て
，
Ⅲ

Ａ
Ｓ
の
許
容
応
力
を
一
次
引
張
応
力
に
対
し
て
は
ｆ
ｔ
，
一
次
せ
ん
断
応
力
に
対
し
て
は
 

ｆ
ｓ
と
し
て
，
ま
た
，
Ⅳ

Ａ
Ｓ
→
Ⅲ

Ａ
Ｓ
と
し
て
応
力
評
価
を
行
う
。
 

＊
5 
：
薄
肉
円
筒
形
状
の
も
の
の
座
屈
の
評
価
に
あ
っ
て
は
，
ク
ラ
ス
Ｍ
Ｃ
容
器
の
座
屈
に
対
す
る
評
価
式
に
よ
る
。
 

＊
6 
：
す
み
肉
溶
接
部
に
あ
っ
て
は
最
大
応
力
に
対
し
て

1.
5・

ｆ
ｓ
と
す
る
。
 

＊
7 
：
設
計
・
建
設
規
格
 
SS
B－

31
21
.1
(4
)に

よ
り
求
め
た
ｆ
ｂ
と
す
る
。
 

＊
8 
：
自
重
，
熱
膨
張
等
に
よ
り
常
時
作
用
す
る
荷
重
に
，
地
震
動
に
よ
る
荷
重
を
重
ね
合
わ
せ
て
得
ら
れ
る
応
力
の
圧
縮
最
大
値
に
つ
い
て
評
価
す
る
。

 

Ｓ
ｙ
ｔ

 

＊
6
 

＊
7  

＊ 

 

＊ 

 

＊ 

 

＊ 

 

＊ 

 

＊ 

 

＊ 

 

＊ 

 

＊
8  

Ｓ
ｙ
ｄ
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表 4－8 使用材料及び使用材料の許容応力評価条件 

評価対象設備 評価部位 材料 

温度 

条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

制御棒駆動水ポンプ(A),(B) 基礎ボルト SS400 50 211 394 

制御棒駆動水加熱器 

胴板 SUS304 75 183 466 

脚 SS400 50 211 394 

基礎ボルト SS400 50 211 394 

サクションフィルタ(A),(B) 

胴板 SUS304 66 188 479 

スカート SUS304 50 198 504 

基礎ボルト SS400 50 211 394 

充填水ヘッダー アキュムレータ 

台座 SUS304 50 198 504 

Uバンド固定

ボルト 
SS400 50 211 394 

制御棒駆動水フィルタ(A),(B) 

胴板 SUS304TP 66 188 479 

スカート SUS304TP 50 198 504 

基礎ボルト SS400 50 211 394 

サプレッションプール浄化系ポンプ 
原動機取付

ボルト 
 66   

燃料プール冷却浄化系ポンプ(A),(B) 
原動機取付

ボルト 
 66   

燃料プール冷却浄化系熱交換器(A),(B) 

胴板 SGV410 70 210 380 

脚 SS400 50 241 394 

基礎ボルト SS400 50 231 394 

D/G(C)/Z冷却コイル(A)～(D) 取付ボルト SS400 70 204 383 

ASD(A),(B)/Z冷却コイル(A)～(C) 取付ボルト SS400 70 204 383 

ASD(A),(B)送風機室加熱コイル 取付ボルト SS400 85 199 377 

タービン補機冷却海水系ポンプ(A)～(C) 
原動機取付

ボルト 
 50   

C/B常用電気品区域冷却コイル(A)～(C) 取付ボルト SS400 70 204 383 

C/B計測制御電源盤区域(C)冷却コイル

(A),(B) 
取付ボルト SS400 70 204 383 
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4.4 計算方法 

(1) 溢水防護として要求する機能を踏まえ，Ⅵ-2-別添 2-1「溢水防護に係る施設の耐震計算 

の方針」の「3.2 許容限界」より，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して耐震性が確保され 

溢水に至らないことを確認するために，許容応力状態ⅣＡＳで，許容限界を満足することを 

確認する。 

また，支持装置については，添付書類「Ⅵ-2-1-12 配管及び支持構造物の耐震計算につい 

て」に基づき，使用される支持装置の定格荷重以下となることを確認する。 

(2) 減衰定数については，Ⅵ-2-別添 2-1「溢水防護に係る施設の耐震計算の方針」の「4.1.3  

設計用減衰定数」に示す値を適用する。 

(3) 評価に用いる解析コード及びその適用機器並びに使用目的を以下に記す。 

耐震Ｂ，Ｃクラス機器の容器類及びポンプ類の固有値解析及び応力評価に用いる「ＭＳＣ  

ＮＡＳＴＲＡＮ」の検証及び妥当性確認の概要については，別紙「計算機プログラム（解析 

コード）の概要」の「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」に示す。配管，弁及び支持構造物の固有値 

解析等に用いる「ＨＩＳＡＰ」，「ＮＳＡＦＥ」，「ＭＳＡＰ」，「ＩＳＡＰ-Ⅳ」及び「ＳＯＬＶ 

ＥＲ」の検証及び妥当性確認の概要については，別紙「計算機プログラム（解析コード）の 

概要」の「ＨＩＳＡＰ」，「ＮＳＡＦＥ」，「ＭＳＡＰ」，「ＩＳＡＰ-Ⅳ」及び「ＳＯＬＶＥＲ」 

に示す。 

応力評価は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法」等の評価方法により評価を行う。 
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4.
5 

計
算
条
件
 

三
次
元
は
り
モ
デ
ル
解
析
に
よ
り
応
力
計
算
を
行
っ
た
配
管
に
つ
い
て
，
解
析
モ
デ
ル
図
を
図

4－
1
に
示
し
，
配
管
諸
元
の
一
覧
表
を
表

4－
9
に
示
す
。
 

な
お
，
図

4－
1
及
び
表

4－
9
は
，
表

5－
2
で
評
価
結
果
を
示
す
純
水
補
給
水
系
を
代
表
で
示
す
。
 

                     

図
4－

1 
解
析
モ
デ
ル
図
（
1/
5）
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図
4－

1 
解
析
モ
デ
ル
図
（
2/
5）
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図
4－

1 
解
析
モ
デ
ル
図
（
3/
5）
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図
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1 
解
析
モ
デ
ル
図
（
4/
5）
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図
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1 
解
析
モ
デ
ル
図
（
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5）
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表
4
－
9 

配
管
諸
元
 

鳥
瞰
図
 
KM
UW
P-
24
4 

管
番
号
 

対
応
す
る
評
価
点
 

最
高
使
用
圧
力
 

最
高
使
用
温
度
 

外
径
 

厚
さ
 

材
料
 

耐
震
 

重
要
度
分
類
 

縦
弾
性
係
数
 

（
MP
a）

 
（
℃
) 

（
mm
）
 

（
mm
）
 

（
M
P
a
) 
 

1 

1 
～
 4
2 
  
44
 ～

 5
4 
  
56
  
 5
7 
  
 

59
  
 6
2 
～
 6

5 
  
67
  
 6
9 
  
71
 

～
 7
5 
  
76
  
 1
02
  
 1
04
  
 2
16
  
 

30
0 
  
60
1 
  
60
5 
  
65
1 
  
65
2 
  

80
0 
～
 8

07
 

1.
37
 

66
 

60
.5
 

3.
9 

S
U
S
3
0
4T
P 

Ｃ
 

19
1
7
2
0 

2 

63
  
 8
7 
 1
03
  
 1
10
  
～
 1
13
  

11
8 
～
 1

26
  
 1
31
 ～

 1
33
  
 

13
7 
～
 1

39
  
 1
50
  
 2
20
 

1.
37
 

66
 

27
.2
 

2.
9 

S
U
S
3
0
4T
P 

Ｃ
 

19
1
7
2
0 

3 
55
  
 6
1 
  
78
  
 7
9 
  
83
 ～

 8
5 

1.
37
 

70
 

60
.5
 

3.
9 

S
U
S
3
0
4T
P 

Ｃ
 

19
1
4
0
0 

4 
79
  
 8
0 
  
82
  
 8
3 

1.
37
 

70
 

42
.7
 

3.
6 

S
U
S
3
0
4T
P 

Ｃ
 

19
1
4
0
0 

5 
68
  
 8
8 
～
 9

4 
  
96
 ～

 9
8 
 

10
0 
 1
06
 ～

 1
09
  
65
3 
 6
54
 

大
気
圧
 

70
 

60
.5
 

3.
9 

S
U
S
3
0
4T
P 

Ｃ
 

19
1
4
0
0 

6 
11
5 
～
 1

17
  
12
8 
～
 1

30
 

大
気
圧
 

66
 

27
.2
 

3.
9 

S
T
P
T
3
70
 

Ｃ
 

20
0
3
6
0 
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5.
 
評
価
結
果
 

表
5－

1
及
び
表

5－
2
に
示
す
通
り
，
耐
震
Ｂ
，
Ｃ
ク
ラ
ス
機
器
が
基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
に
よ
る
地
震
力
に
対
し
，
耐
震
性
を
有
す
る
こ
と
を
確
認
し
た
。
 

な
お
，
表

5－
1
及
び
表

5－
2
に
お
い
て
は
，
算
出
応
力
と
許
容
応
力
を
踏
ま
え
，
評
価
上
厳
し
い
箇
所
の
結
果
に
つ
い
て
記
載
す
る
。
 

  

表
5－

1 
基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
に
対
す
る
容
器
類
及
び
ポ
ン
プ
類
の
応
力
評
価
結
果
(
1
/2
) 

区 分  

評
価
対
象
設
備

 

耐
震

 

重
要
度

分
類

 

設
置
 

建
屋
 

設
置
高
さ
(基

準
床
ﾚﾍ
ﾞﾙ
) 

評
価
対
象

 

部
位

 

応
力
の

 

種
類

 

算
出

 

応
力

 

許
容

 

応
力

 

T.
M.
S.
L.
(m
) 

(M
P
a)

 
(
M
P
a
) 

容 器 類 ・ ポ ン プ 類  

 

制
御
棒
駆
動
水
ポ
ン
プ
(A
),
(B
) 

Ｂ
 

原
子
炉
建
屋
 

-8
.2
 

基
礎
ボ
ル
ト
 

引
張
 

1
1
0 

1
9
0
＊
 

せ
ん
断
 

2
2 

1
4
6 

制
御
棒
駆
動
水
加
熱
器
 

Ｂ
 

原
子
炉
建
屋
 

-8
.2
 

基
礎
ボ
ル
ト
 

引
張
 

9
1 

1
9
0
＊
 

せ
ん
断
 

1
4 

1
4
6 

サ
ク
シ
ョ
ン
フ
ィ
ル
タ
(A
),
(B
) 

Ｂ
 

原
子
炉
建
屋
 

-8
.2
 

胴
板
 

一
次
一
般
膜
 

5
2 

2
8
7 

充
填
水
ヘ
ッ
ダ
ー
ア
キ
ュ
ム
レ
ー
タ
 

Ｂ
 

原
子
炉
建
屋
 

-8
.2
～
-1
.7
 

台
座
 

組
合
せ
 

1
5
5 

2
0
5 

制
御
棒
駆
動
水
フ
ィ
ル
タ
(A
),
(B
) 

Ｂ
 

原
子
炉
建
屋
 

-8
.2
 

胴
板
 

一
次
一
般
膜
 

9
1 

2
8
7 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
プ
ー
ル
浄
化
系
ポ
ン
プ
 

Ｂ
 

原
子
炉
建
屋
 

-8
.2
 

原
動
機
取
付
ボ
ル
ト
 

引
張
 

2
2 

1
8
5
＊
 

せ
ん
断
 

1
5 

1
4
2 

燃
料
プ
ー
ル
冷
却
浄
化
系
ポ
ン
プ
(A
),
(
B)
 

Ｂ
 

原
子
炉
建
屋
 

18
.1
 

原
動
機
取
付
ボ
ル
ト
 

引
張
 

2
7 

1
8
5
＊
 

せ
ん
断
 

1
8 

1
4
2 

燃
料
プ
ー
ル
冷
却
浄
化
系
熱
交
換
器
(A
),
(B
) 

Ｂ
 

原
子
炉
建
屋
 

18
.1
 

胴
板
 

一
次
＋
二
次
 

5
9
1 

（
0
.
6
1）

 

4
2
0 

（
1
.
0）

 

D/
G(
C)
/Z

冷
却
コ
イ
ル
(A
)～

(D
) 

Ｃ
 

原
子
炉
建
屋
 

31
.7
 

取
付
ボ
ル
ト
 

引
張
 

8
 

1
8
4
＊
 

せ
ん
断

 
7
 

1
4
1 

注
記
＊
：

ƒ
ｔ

s＝
Mi
n[
1.
4・

ƒ
ｔ

o
－
1.
6・

τ
ｂ
，

 
ƒ
ｔ

o
] 
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表
5－

1 
基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
に
対
す
る
容
器
類
及
び
ポ
ン
プ
類
の
応
力
評
価
結
果
(2
/2
) 

区 分 

評
価
対
象
設
備
 

耐
震
 

重
要
度

分
類
 

設
置
 

建
屋
 

設
置
高
さ
(基

準
床
ﾚﾍ
ﾞﾙ
) 

評
価
対
象
 

部
位
 

応
力
の
 

種
類
 

算
出
 

応
力
 

許
容
 

応
力
 

T.
M.
S.
L.
(m
) 

(M
P
a)
 

(
M
P
a
) 

容 器 類 ・ ポ ン プ 類 

 

 

AS
D(
A)
,(
B)
/Z

冷
却
コ
イ
ル
(A
)～

(C
) 

Ｃ
 

原
子
炉
建
屋
 

38
.2
 

取
付
ボ
ル
ト
 

引
張
 

9
 

1
8
4
＊
 

せ
ん
断
 

6
 

1
4
1 

AS
D(
A)
,(
B)
送
風
機
室
加
熱
コ
イ
ル
 

Ｃ
 

原
子
炉
建
屋
 

38
.2
 

取
付
ボ
ル
ト
 

引
張
 

4
 

1
7
9
＊
 

せ
ん
断
 

3
 

1
3
8 

タ
ー
ビ
ン
補
機
冷
却
海
水
系
ポ
ン
プ
(A
)～

(C
) 

Ｃ
 

タ
ー
ビ
ン
建
屋
 

4.
9 

原
動
機
取
付
ボ
ル
ト
 

引
張
 

3
3 

1
8
4
＊
 

せ
ん
断
 

1
9 

1
4
2 

C/
B
常
用
電
気
品
区
域
冷
却
コ
イ
ル
(A
)～

(C
) 

Ｃ
 

コ
ン
ト
ロ
ー
ル
建
屋
 

1.
0 

取
付
ボ
ル
ト
 

引
張
 

1
1 

1
8
4
＊
 

せ
ん
断
 

9
 

1
4
1 

C/
B
計
測
制
御
電
源
盤
区
域
(C
)冷

却
コ
イ
ル

(A
),
(B
) 

Ｃ
 

コ
ン
ト
ロ
ー
ル
建
屋
 

1.
0 

取
付
ボ
ル
ト
 

引
張
 

9
 

1
8
4
＊
 

せ
ん
断
 

8
 

1
4
1 

注
記
＊
：

ƒ
ｔ

s＝
Mi
n[
1.
4・

ƒ
ｔ

o
－
1.
6・

τ
ｂ
，

 
ƒ
ｔ

o
] 
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表 5－2 基準地震動Ｓｓに対する配管，弁及び支持構造物の応力評価結果(1/2) 

区分 評価対象系統 
設置 

建屋 

設置高さ 

(基準床ﾚﾍﾞﾙ) 
耐震 

重要度

分類 

評価対象 

部位 

応力の 

種類 

算出 

応力 

許容 

応力 

T.M.S.L. 

(m) 
(MPa) (MPa) 

配
管
・
弁
及
び
支
持
構
造
物 

純水補給水系 
原子炉

建屋 
23.5～38.2 Ｃ 

配管本体 一次＋二次 
500 

(0.6910) 

376 

(1.0) 

支持構造物 せん断 41 118 

制御棒駆動系 
原子炉

建屋 
-8.2～-1.7 Ｂ 

配管本体 一次＋二次 
603 

(0.6290) 

366 

(1.0) 

支持構造物 組合せ 70 118 

原子炉冷却材

浄化系 

原子炉

建屋 
-8.2～18.1 Ｂ 

配管本体 一次＋二次 199 398 

支持構造物 組合せ 20 114 

給水系 
原子炉

建屋 
4.8～18.1 Ｂ 

配管本体 一次＋二次 330 436 

支持構造物 荷重* 123 kN* 354 kN* 

消火系 
原子炉

建屋 
12.3～38.2 Ｃ 

配管本体 一次＋二次 296 378 

支持構造物 引張圧縮 42 154 

燃料プール冷

却浄化系 

原子炉

建屋 
18.1～23.5 Ｃ 

配管本体 一次＋二次 123 398 

支持構造物 組合せ 30 281 

非放射性ドレ

ン移送系 

原子炉

建屋 
-1.7～12.3 Ｃ 

配管本体 一次＋二次 280 378 

支持構造物 組合せ 66 154 

復水補給水系 
原子炉

建屋 
-1.7～4.8 Ｂ 

配管本体 一次＋二次 316 398 

支持構造物 組合せ 105 135 

原子炉補機冷

却水系 

原子炉

建屋 
4.8～18.1 Ｃ 

配管本体 一次＋二次 
404 

(0.8965) 

394 

(1.0) 

支持構造物 曲げ 236 484 

注記＊：支持装置の評価は定格荷重≧発生荷重を満たしていることを確認しているため，応力の種類

は荷重とし，単位は kNとする。
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表 5－2 基準地震動Ｓｓに対する配管，弁及び支持構造物の応力評価結果(2/2) 

区分 評価対象系統 
設置 

建屋 

設置高さ 

(基準床ﾚﾍﾞﾙ) 
耐震 

重要度

分類 

評価対象 

部位 

応力の 

種類 

算出 

応力 

許容 

応力 

T.M.S.L. 

(m) 
(MPa) (MPa) 

配
管
・
弁
及
び
支
持
構
造
物 

放射性ドレン

移送系 

原子炉

建屋 
-8.2 ～ 4.8 Ｂ 

配管本体 一次＋二次 386 398 

支持構造物 引張 12 201 

サプレッショ

ンプール浄化

系 

原子炉

建屋 
-8.2 ～ 23.5 Ｂ 

配管本体 一次＋二次 329 376 

支持構造物 組合せ 59 118 

換気空調補機

常用冷却水系 

原子炉

建屋 
23.5～38.2 Ｃ 

配管本体 一次＋二次 362 370 

支持構造物 組合せ 68 122 

原子炉補機冷

却水系 

タービ

ン建屋 
-1.1 ～ 4.9 Ｃ 

配管本体 一次＋二次 35 398 

支持構造物 せん断 2 155 

タービン補機

冷却水系 

タービ

ン建屋 
-1.1 ～ 12.3 Ｃ 

配管本体 一次＋二次 404 458 

支持構造物 組合せ 82 267 

消火系 
タービ

ン建屋 
12.3 ～ 20.4 Ｃ 

配管本体 一次＋二次 93 376 

支持構造物 組合せ 51 204 

非放射性 

ドレン移送系 

タービ

ン建屋 
-7.9 ～ 20.4 Ｃ 

配管本体 一次+二次 431 462 

支持構造物 せん断 83 118 

雑用水系 
タービ

ン建屋 
-7.9 ～ 20.4 Ｃ 

配管本体 一次＋二次 265 378 

支持構造物 組合せ 66 154 

鉄イオン注入

系 

タービ

ン建屋 
-5.1～4.9 Ｃ 

配管本体 一次+二次 235 430 

支持構造物 せん断 22 161 

タービン補機

冷却海水系 

タービ

ン建屋 
-5.1 ～ 20.4 Ｃ 

配管本体 一次＋二次 464 490 

支持構造物 組合せ 239 274 

注：コントロール建屋については，7号機「Ⅴ-2-別添 2-2 溢水源としない耐震Ｂ，Ｃクラス機器の

耐震性についての計算書」を参照。
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